　
Ⅰ　相談～契約締結

１．相談受付

	内　容
	担当者
	留意点

	・電話等によって、本人、家族または関係者から相談があった場合は、相談を受け付け「02.相談受付票」に記入する。


	<実施>専門員

支所担当者

<地元>担当者
	・対象者の種別（「認知症高齢者」「知的障害者」「精神障害者」「その他」）、相談者と対象者の関係は必ず記入する。

※対象者の種別は、認知症高齢者等、知的障害者等、精神障害者等としているが、若年性認知症や65歳以上の高齢者の相談は基本的には「認知症高齢者等」に分類する。種別が重複している場合は、利用者の生活課題が何に起因しているかで判断し分類する。それが難しい場合は「その他」に分類する。

　また、種別については一つのみ選び、県社協審査書類提出後は変更不可とする。

・相談受付票は、担当部署内で供覧して情報を共有する。


２．初期相談

	内　容
	担当者
	留意点

	・関係者に初回訪問時の同行を依頼し、訪問する。

・本人の生活状況や親族状況、事業の利用の必要性について「02.相談受付票」に記入する。

・訪問時の状況やケース会議時の状況について「03.ケース記録」に記入する。

・家族関係や本人を取り巻く社会資源の状況を「04.ケース診断のためのネットワークマップ」に記入する。
	<実施>専門員
支所担当者

<地元>担当者
	・本人訪問時には、相談者や本人と信頼関係のできている関係者等と一緒に訪問するなど、できるだけ複数で関わる。

・本人の居住する地域の社協支所もしくは地元社協の担当者も同行する。

・訪問後は、ケース記録を作成し、担当部署内で供覧して情報を共有する。

	・本事業の説明を行い、本事業についての本人の利用希望を確認する。事業の利用を希望する場合、「06.個人情報取扱説明事項（例）」に基づき、個人情報取扱について説明し、「05.利用申込書兼個人情報取扱同意書」に署名・捺印してもらう。
	
	


３．具体的調査

	内　容
	担当者
	留意点

	・本人の生活状況や経済状況を把握するため、必要であれば「08.福祉･保健･医療サービス利用状況等調査票」「09.支払方法確認票」を利用する。

・本人の契約締結能力について、「07.契約締結判定ガイドライン」を用いて調査する。


	<実施>専門員

支所担当者

<地元>担当者
	・「09.支払方法確認票」は、日常的金銭管理サービスを利用される場合に、援助の必要な範囲でうかがう。

・契約締結判定ガイドラインは、本人の体力等を考慮して、何日かに分けて聞き取ることも可能である。

・「10.11.照会状」は関係機関からの情報提供が必要な場合に、記入を依頼する。


４．契約締結のための審査

	内　容
	担当者
	留意点

	・審査資料を作成し、県社協へ送付す

　る。

①「01.審査依頼書」
②「02.相談受付票」
③「03.ケース記録」
④「04.ケース診断のためのネットワークマップ」
⑤「07.契約締結判定ガイドライン」

⑥「09.支払方法確認票」
	<実施>専門員

　支所担当者
	・相談受付票とケース記録は、今まで作成していたものを添付する。

・契約締結能力等に疑義のない場合は県社協内部審査、疑義がある場合は契約締結審査会に諮る。

・成年後見人等選任の場合は契約締結審査会に諮る。


	※必要に応じて、「10.11.照会状」「08.福祉･保健･医療サービス利用状況等調査票」「14.支援計画書」（案）「15.預かり書」（案）を提出する。


	
	


５．契約締結審査会

	内　容
	担当者
	留意点

	・審査会に出席し、審査資料をもとにケース説明を行う。

・審査会及び県社協内部審査終了後、県社協から実施社協に対して、「審査結果の回答」が送付される。


	<実施>専門員

　支所担当者

<地元>担当者
	・ケース診断のためのネットワークマップやケース記録を中心に、対象者の生活状況や生活課題等について専門員より説明する。

・審査会には、担当者や関係者に同席していただくことも可能である。

※県社協内部審査の場合、出席の必要はないが、県社協からの電話ヒアリング等がおこなわれる場合がある。




６．関係調整

	内　容
	担当者
	留意点

	・援助を円滑に行うことができるよう契約締結の前に必要な手続きを行う。

・家族等との調整を行う。

・日常的金銭管理の効率化を図るための調整を行う。

・福祉サービスをまだ利用していない場合の調整を行う。

・すでに対象者がトラブルを抱えている場合の調整を行う。
	<実施>専門員

支所担当者

<地元>担当者
	・専門員は、担当者と協力して関係調整を行う。

<公共料金等の自動振替・振込手続きや、定期預貯金の自動継続の手続き>

・情報提供を行い、本人が希望する場合、本人に同行し金融機関窓口に出向き、書類記入などの援助を行う。本人が金融機関に出向けない場合は、本人に書類等を記入してもらい窓口に届ける。

<未受給の年金や手当等がある場合>

・裁定請求の手続き援助等を行う。


	
	
	<就労収入や不動産収入がある場合>
・受領方法について確認し、できる限り本人の口座に入金されるよう援助する。

・法的紛争が予想される場合は、成年後見制度を利用するなどの対応も必要となる場合も考えられるので、専門家につなぐ。

<日常的金銭管理に関する専用口座の設定>

・最高５０万円程度を限度とし日常生活費を取り扱う口座を設定する。

・新たに専用口座を開設する場合は、本人に同行して金融機関窓口に出向き、口座開設手続きの援助を行う。

※特別な理由がない限り、金銭の払戻を行う専用口座は１つとする。

<福祉サービス利用の調整>

・契約の締結まで時間を要するときは、相談の一環として、関係者と協力して福祉サービスの利用について情報提供し、調整をはかる。

<対象者がトラブルを抱えている場合の調整>

・初期相談や具体的調査の段階で訪問販売や金銭をめぐるトラブルを抱えていることが明らかになった場合、消費生活相談、法律相談など様々な相談機関を利用し対応に関する情報収集を行い、専門家に具体的な解決の協力を依頼する。

※トラブルに対する対応については、ケース会議を開くなどして、関係者と情報共有し、役割分担しながらすすめていくことが必要である。


７．契約書（案）・支援計画書（案）の作成

	内　容
	担当者
	留意点

	・標準の様式に基づいて「13.福祉サービス利用援助契約書」（案）を作成する。
・契約書にあわせて、「14.支援計画書」（案）を作成する。

・書類等の預かりサービスを行う場合は、「15.預かり書」（案）を作成する。

・成年後見人等との契約の場合は、「17.福祉サービス利用援助契約書類（成年後見人等との契約」の様式を使用する。


	<実施>専門員


	・契約日については、作成時点では空欄とし、利用者と契約を締結したとき（利用者に押印いただいたとき）にその日付を書き込みます。
・支援計画書（案）には、具体的に、支援する専門員・生活支援員名、訪問回数、支援内容（お届け金額含）等について記載する。

・預かり書（案）には、物件を特定する記号、番号等に記載ミスがないか確認する。

※総合通帳等一冊の通帳に複数の口座がある場合については、すべて記載する。

・利用者に成年後見人等（補助人・保佐人・成年後見人）が選任されている場合、本来、成年後見人等による支援とし、本事業の対象とは考えないが、本人の生活を考慮したうえでその必要性がある場合には、本事業での支援を行うか成年後見人等と検討し、審査会に諮る。
<成年後見人等が選任された場合の契約について>

・成年後見人等に関する登記事項証明書（コピー可）を提出してもらう。
＊補助人、保佐人の場合
・登記事項証明書で代理権の確認をする。
・日常生活自立支援事業に関する代理権が付与されている場合は、補助人や保佐人と契約を結ぶ。

・金融機関との取引に関する事項の代理権、介護保険サービス以外の福祉サービス契約の代理権のいずれかが付与されている場合は、補助人や保佐人と相談し、本人と契約を結ぶか、補助人や保佐人と契約を結ぶかを決める。
・金融機関との取引に関する事項の代理権、介護保険サービス以外の福祉サービス契約の代理権のどちらも付与されていない場合は、本人と契約を結ぶ。

※保佐人や補助人と契約を結ばない場合も、保佐人や補助人には身上配慮義務等があるので、本事業の利用について同意を得ておくことが必要である。

＊成年後見人選任の場合

・成年後見人には財産および福祉サービス契約に関する全ての法律行為に代理権が付与されているので、成年後見人と契約を結ぶ（支援継続の場合も、成年後見人と契約を結ぶ）。




８．生活支援員の選定

	内　容
	担当者
	留意点

	・生活支援員登録者から適任者を選ぶ。

・生活支援員登録者の了解が得られれば、実施社協と雇用契約を結ぶ。

「55．生活支援員承諾書」、「56．生活支援員登録カード」、「57．生活支援員登録（変更・抹消）願」、「58．生活支援員雇用契約書（案）」
　
	<地元>担当者
<実施>専門員

支所担当者


	・地元社協から生活支援員を推薦してもらう。

・雇用契約を締結した後は、損害賠償保険（社協の保険等）に加入する。

・契約後の支援は、できる限り生活支援員によって行われるよう調整する。

・利用者の状況や地理的な問題等から生活支援員が選定できない場合は、一時的に専門員や担当者が代わりに生活支援員業務を行うことは可能であるが、早急に生活支援員を手配すること。


９．契約締結

	内　容
	担当者
	留意点

	・実施社協は、県社協に①～④の契約関係書類を送付する。

　①「12.契約の締結について」（添書）
②「13.契約書」（３部）

　③「14.支援計画書」（１部）

　※書類等の預かりがある場合は④「15.預かり書」（１部）

・県社協より②に押印後、契約書類を返送する。

・関係者の立会いの上、利用者に対して契約書および支援計画書、預かり書の内容を説明する。

・利用者から契約書類に署名・捺印をもらう。

　契約書（３部）

　支援計画書（２部）

　預かり書（２部）

・契約書類は原本を一部ずつ利用者と実施社協で保管する。

・県社協へは契約書（原本）、支援計画書（写し）、預かり書（写し）を送付する。


	<実施>専門員

支所担当者


	・契約書に押印する順番は「県社協→実施社協→利用者」とする。

・契約時には、できる限り親族や関係者の立会いを求める。

・契約書の内容を「16.契約のしおり」を用いながら、本人が理解できるよう説明する。
・利用者からすべての契約書類に署名・捺印をもらうことが望ましいが、本県では利用者負担を考慮し、「13.契約書」および「14.支援計画書」は氏名を印字しておき捺印だけもらうこととする。ただし、「15.預かり書」については金銭的なトラブルにつながりやすいため、本人署名・捺印をもらう。

・身体に障害等があり、本人署名が困難な場合は、「19.代筆理由書」を用いて、親族もしくは関係者に代筆してもらう。代筆理由書の作成や代筆の際には、関係者の面前で行い、その時の状況等をケース記録に残す。（代筆理由書の捺印は実印が望ましいが、実印がない場合は認印を使用する。）
・契約書類は利用者との権利義務関係を示す大切な書類であるため、ケース記録とは別に利用者分をまとめてファイルし、鍵のかかるキャビネット等に保管し必ず施錠する。


１０．書類等の預かり

	内　容
	担当者
	留意点

	・関係者立会いのもと、契約時に「15.預かり書」を交わし、書類等を利用者から預かる。
	<実施>専門員

支所担当者

<地元>担当者


	・預かり物件を特定する事項（金融機関名・支店名・預金の種類・口座番号・口座名義・定期預金の枝番等）を預かり書に間違いなく記載する。

・書類等の受け渡しは、原則として専門員が実施社協もしくは本人宅において行う。

・預かりの場面では、できる限り親族や関係者に立ち会ってもらう。

・利用者本人の前で、預かる書類等の内容を一つずつ確認する。


１１．生活支援員への説明

	内　容
	担当者
	留意点

	・支援にあたってもらう生活支援員に、本事業の趣旨を再度説明し、生活支援員の役割を十分理解してもらう。

・担当することとなる利用者の状況や

支援内容、方法を説明する。

・知り得た個人情報を他人に漏らさないよう守秘義務を徹底させる。

・専門員や担当者と同行の上、生活支援員は利用者のもとに訪問する。
	<実施>専門員

　支所担当者

<地元>担当者

生活支援員
	・利用者に関する情報は、支援活動に必要な範囲で伝える。利用者に関する資料（書類・データ等）は生活支援員に提供することは避け、必要に応じて社協に保管している資料を閲覧してもらう。




１２．金融機関への代行・代理手続きの届出

	内　容
	担当者
	留意点

	・金融機関に「代行取扱」「代理取扱」に関する必要書類を提出する。

＜ゆうちょ銀行の取扱＞

・「34.取扱要綱（ゆうちょ銀行）」に基づいて、諸様式を窓口に提出する。

代理人設定による方法

・「35.代理取扱依頼書」
・利用代理人等設定依頼書（指定様式）

・通常貯金通帳

・法人登記簿謄本（原本提示）

代理人カードによる方法

・「35.代理取扱依頼書」
・郵便貯金キャッシュカード利用申込書（ゆうちょ銀行指定様式）

・通常預金通帳

・法人登記簿謄本（原本提示）

※本人確認として、各種保険証、国民年金手帳、障害者手帳、運転免許証等の書類原本の提示が求められることがある。


	<実施>専門員

　
	・本事業と取引を行う支店・支所へは、取扱要綱を提出し、事業内容・方法等について理解を得る。

・金融機関によって提出する必要書類が異なるので注意すること。

・同じ金融機関でも支店・支所によって対応が異なる場合もある。窓口対応で困難なことがあれば、県社協に連絡すること。

・ゆうちょ銀行の取扱要綱は実施社協内で定めておくこと。

・諸様式を提出する窓口はどのゆうちょ銀行でも良いが、生活支援員が支援するとき困らないよう、できるだけ取引を開始する窓口で行うようにする。

・ゆうちょ銀行では、代行取扱は認められておらず、代理取扱のみになることに留意する。

・本人の貯金通帳には、印鑑欄に「利用代理人」として実施社協名が、備考欄に実施社協住所が記載され、届出印は実施社協取引印鑑が押印される。

※代理人カードは、山間・僻地など遠方で窓口対応困難な場合に限定されるため、利用する場合においては事前に県社協まで相談する。


	＜ゆうちょ銀行以外の金融機関＞

・中国銀行、トマト銀行、信用金庫、農業協同組合等と取引を始める場合は、「22.代行取扱要綱」「28.代理取扱要綱」に基づいて諸様式を窓口に提出する。

代行取扱

・「22.代行取扱要綱」

・「23.代行取扱依頼書」
・「24.代行委任届」
・「37.身分証明書」（写し）

・福祉サービス利用援助契約書（写し）

※中国銀行のみ、審査結果の回答（写し）の提出が必要。
代理取扱

・「28.代理取扱要綱」
・「29.代理取扱依頼書」
・「30.代理人届」
・「37.身分証明書」（写し）

・法人登記印印鑑証明書（原本提出）

・福祉サービス利用援助契約書（写し）

※中国銀行のみ、審査結果の回答（写し）
の提出が必要。


	
	・本人確認のため、代理人となる社協の法人登記簿謄本の原本を提示する（ゆうちょ銀行窓口がコピーを取る）。また、利用者の本人確認や手続きを行う者の本人確認が求められることがあるので、本人を確認できる書類（住所・氏名・生年月日の記載のある公的機関が発行した書類）の原本を提示する。

・金融機関の「代行取扱要綱」「代理取扱要綱」は実施社協内で定めておくこと。

・取引を行う窓口に必要書類を提出すること。

・中国銀行では、預金者が本事業を利用することになると自動引き落としができなくなり、手作業で処理を行うこととなる。そのため、窓口によっては自動引き落としを断わられたりする可能性があるが、銀行内のシステムの問題なので、本人に負担がかからないよう処理をお願いする。

※「審査結果の回答（写し）」を提出する際には、「審査結果の回答およびアドバイス」の欄のはじめの一文のみを残し、以降すべてを消去し、提出すること。

※「29.代理取扱依頼書」「30.代理人届」で届け出る取引印鑑（社協印）の印影は、機械で読み取ることがあるので、押印する際には、文字と重ならないよう注意する。

※「印鑑届（金融機関の所定様式）」が必要な場合がある。


	※本人確認として、各種保険証、国民年金手帳、障害者手帳、運転免許証等の書類原本の提示が求められることがある。
	
	・利用者の本人確認や手続きを行う者の本人確認が求められることがあるので、本人の確認できる書類（住所・氏名・生年月日の記載のある公的機関が発行した書類）の原本を提示する。


１３．成年後見人等と契約した場合の金融機関への代理取扱の届出（復代理権設定の場合）

	内　容
	担当者
	留意点

	・成年後見人等と契約し、成年後見人等の名義に変更された口座の代理権を設定する場合、従来使用している様式を用いて必要書類を提出する。

○成年後見人等が提出する書類

　・成年後見制度に関する届出書

　・成年後見人等であることの証明書類【登記事項証明書、審判書（写し）、

　　確定証明書（写し）】

○実施社協が提出する書類

　・従来使用している

　　「代理取扱依頼書」

　　「代理人届」
	<実施>専門員

支所担当者
<地元>担当者


	・成年後見人等に成年後見人等名義で口座開設もしくは変更してもらう。

・提出書類は、各金融機関によって様式等があるので確認し、提出してもらう。

・「代理人届」は成年後見人等の署名・捺印が必要である。

・金融機関に確認しながら手続きを行うこと。

※成年後見人等と契約し、本人名義の口座の代理権を設定する場合は、通常通り本人から代理権をもらう。


１４．預かり物件の保管

	内　容
	担当者
	留意点

	・預かり物件の授受は、専門員が実施社協もしくは本人の居所において行う。

・日常的金銭管理に必要な通帳は社協内金庫で預かる。

「59.金庫管理規程（案）」

・日常的金銭管理サービスで使用しない重要書類については、実施社協において金融機関貸金庫を借り上げ、保管する。

「60.貸金庫管理規程（案）」


	<実施>専門員

支所担当者


	・金庫管理規程に基づき、適正に管理する。

・金庫のダイヤル番号、鍵の管理を徹底する。

・貸金庫管理規程に基づき、適正に管理する。

・金庫の鍵または暗証番号の管理を徹底する。


１５．管内地元社協との覚書の締結

	内　容
	担当者
	留意点

	・利用者が住んでいる地元社協において通帳等の保管を行う場合、実施社協と地元社協とで覚書を交わす（２部作成し、それぞれで保管する）。

・覚書は法人間で一度交わすだけで良い。

・「20.書類及び印鑑の預かりに関する覚書」
　　別紙１　書類及び印鑑の預け書

　　別紙２　書類及び印鑑の受取書
・授受に応じて、「預け書」や「受取書」を利用者ごとに２部作成し、実施社協と地元社協でそれぞれ一部保管する。
	<実施>専門員

<地元>担当者


	・個々の利用者から預かり物件の社協間授受については、「書類及び印鑑の預け書」を交わして預かる。契約の解約等で返還する場合は「書類及び印鑑の受取書」を交わして返還する。

・地元社協で預かるものは、通帳と払戻請求書を基本とする。認印や健康保険証など日常的に使用するものも預かることができる。

・年金証書や土地権利証、定期預金証書・通帳等の重要書類は、実施社協で借りた金融機関貸金庫に保管する。

・地元社協が預かりを行う場合、地元社協は「社協の保険（現金・貴重品の損害補償）」に加入する。なお、「社協の保険」以外の保険に加入することも可能である。




１６．支所で預かる場合の内規の整備

	内　容
	担当者
	留意点

	・実施社協、地元社協いずれにおいても社協支所で預かる場合は、内規を整備する。

「21.書類および印鑑の保管規程」

　　別紙１　書類及び印鑑の預け書

　　別紙２　書類及び印鑑の受取書


	<実施>専門員

支所担当者

<地元>担当者


	・本所と支所間では、書類等の保管や取り扱い手続きを法人の内部規程として定める。

・預かり物件の授受の流れを明確にするため、授受に応じて利用者ごとに本所・支所間で「預け書」「受取書」を作成すること。

※地元社協で支所預かりを行う場合は、実施社協と覚書による「預け書」を交わし、本所・支所間で内部規程による「預け書」を交わすことになる。

※内部監査を定期的に実施するなど、預かり物件の保管場所を明確にしている場合は、省略することができる。


１７．預かり物件返還先の特定

	内　容
	担当者
	留意点

	・契約の終了時に利用者に返還できない場合（判断能力低下時もしくは死亡時）、誰に返還するか特定しておく必要がある。

※ただし、本事業契約の条件ではない。

・利用者および利用者が指定する受取人、実施社協間で「預かり書類等の返還に関する合意書」を作成する。
・合意書は両面で１部作成し、実施社協で保管する。利用者、受取人、県社協には写しを渡す。
	<実施>専門員

支所担当者

<市町村>担当者
	・利用者意思に基づく返還先を定めておくことで、返還手続きを円滑にすることが目的である。

・受取人には、推定相続人が望ましいが、その他親族等でも構わない。

　ただし、推定相続人以外を指定する場合、合意書は相続に関するものでなく、便宜上受取をお願いするものであることを十分理解してもらっておく。

・合意書を作成していても、法的権限を持つ相続人全員、法定代理人（成年後見人等）、遺言執行者等から返還を求められれば、優先して返還する。




	
	
	・利用者に身寄りがいない等推定相続人の把握が困難な場合は、行政の協力を得る必要がある。
・利用者が生活保護受給者の場合、預かり物件返還先等死亡時の対応について、契約時に福祉事務所と確認しておく。




Ⅱ　日常的支援

１．福祉サービスの利用手続き援助

	内　容
	担当者
	留意点

	①利用者が希望する福祉サービスについて情報提供し、必要な手続きを行う。

②援助方法

ア．相談・助言、情報提供

イ．連絡調整

ウ．代行

エ．代理　

○必要な場合、福祉サービスの苦情解決制度の利用援助を行う。
	<実施>専門員

<地元>担当者

生活支援員
	・生活支援員は利用者からの相談を受け、専門員等に報告し、連携をもって対応する。

ア．福祉サービスについて情報提供し、その利用手続き等を利用者に伝え、意思決定を助ける。
イ．本人の希望を福祉サービス事業者等に伝える。

ウ．福祉サービス利用申請書等の作成を助け、本人の代わりに書類等を関係機関へ届ける。

エ．社協が代理人として在宅福祉サービス等の契約を行う。

・本人の依頼を受け、本人が利用する福祉サービスについての苦情解決制度に関する情報提供および手続き援助を行う。「相談・助言、情報提供」「連絡調整」による援助を行い、「代理」による援助は行わない。




	○日常生活に必要な事務手続きの援助を行う。
	
	・自宅に配達される文書の整理を本人と一緒に行う。

・年金の現況届など役場等の届出事項があった場合、本人が手続きできるよう援助を行う。

・住宅の改修については、手続きのための関係機関について情報提供したり、調整したりする。また、住居の転居に関する援助とは、住民票の変更届など届出事項を本人が手続きできるよう援助を行うことである。
・「相談・助言、情報提供」による援助が基本であり、届出等の代行は行うことができる。「代理」による援助は行わない。
※所得税等の確定申告手続きについては、本事業では行うことができない。




２．日常的金銭管理サービス＜定期支援＞
	内　容
	担当者
	留意点

	①実施社協もしくは地元社協で払戻の準備をする。

　

②実施社協または地元社協において、生活支援員に対し、連絡事項等を伝え、必要書類を渡す。
・生活支援員は、専門員または担当者の指示により援助を行う。

・生活支援員による援助が終了したら、個人情報等が記載された書類は確実に受け取り、報告を受ける。


	<実施>専門員

支所担当者

<地元>担当者

生活支援員


	・生活支援員が支援計画に基づいて支援を開始する前に、専門員または担当者から本人の状況や契約内容等について十分説明しておく。
<生活支援員が援助を行う上の注意点>

・金銭管理に関しては事故等がないよう慎重に取り扱う。

・領収書や受領書等の証票は確実に保管する。
・援助した内容や利用者との関わりについて、専門員または担当者に報告し、しっかり記録をとる。

・利用者の判断能力の急激な低下がうかがえる場合、専門員または担当者に報告、相談する。

	③援助方法

【代行】

　代行支援は、本人の代わりに本人が作成した本人名義の払戻請求書と通帳を金融機関に持参し、払戻しや振込み、現金による直接支払いを行う援助。

・生活支援員は実施社協あるいは地元社協に出向き、払戻金額を確認し、払戻請求書と「38.福祉サービス利用援助実施票」を受け取る。

・利用者宅に訪問し、利用者に払戻請求書へ記入・押印してもらい、通帳を預かり金融機関に持っていく。

・金融機関には生活支援員身分証明書を携行する。

・金融機関窓口で生活支援員であることを伝え、払戻請求書と通帳を提出する。

・払戻した現金および通帳記帳の確認を行う。

・利用者宅へ戻り、払戻した現金を再度利用者と確認し、通帳を返却する。振込みや支払いがあった場合は、その内容についても利用者と確認する。

・「38.福祉サービス利用援助実施票」に現金受け取り、援助内容、通帳の返還について確認されたことを証明するサインを必ずもらう。
	生活支援員


	※代行の場合、本人が通帳を保管することがほとんどだが、まれに社協で預かり、代行を行う場合も想定される。

・払戻請求書への代筆による記入は行わない。記入が困難な場合は、専門員や担当者に相談し、代理方式への変更を検討する。

・生活支援員は、生活支援員の立場を明確にして関わる。
・ケースによっては、福祉サービス利用料等の振込みや、福祉サービス事業所等へ現金を持参し利用料の支払いを行う場合もある。
・支払先ごとに封筒に分けたり、生活費を分封したりして利用者に渡すなどの工夫を行う必要がある場合もある。
※生活支援員は利用者に代わってキャッシュカードで払戻すことはできない。

※支援計画以外の払戻を利用者から依頼された場合は、すぐに専門員や担当者に相談する。




	・援助終了後、生活支援員は「38.福祉サービス利用援助実施票」に記録を記入し、専門員または担当者に提出する。利用者の状況に変化があった場合は、口頭でも報告する。

・専門員や担当者は、支援の報告があった都度、「38.福祉サービス利用援助実施票」、領収書・受領書等がある場合はそれらとつき合わせて金額や記載に間違いがないか確認する。利用者や生活支援員のサインがあるか確認する。
≪支所、地元社協で支援している場合≫

・支所、地元社協局内で確認した「38.福祉サービス利用援助実施票」と領収書・受領書等がある場合はそれらを一緒に実施社協に報告、送付する。実施社協でも同様に局内で確認する。

・払戻した現金および通帳記帳の確認を行う。
【代理】

　代理支援とは、社協が契約書に指定された預金口座の払戻し等の代理権をもらい、社協名義で本人口座からの払戻しや振込み等を行う援助。
・生活支援員は実施社協あるいは地元社協に出向き、払戻金額を確認し、払戻請求書、通帳、「38.福祉サービス利用援助実施票」を受け取る。

・金融機関には生活支援員身分証明書を携行する。

・金融機関窓口で生活支援員であることを伝え、払戻請求書と通帳を提出する。
	<実施>専門員

支所担当者

<地元>担当者

生活支援員

生活支援員


	※生活支援員は、「38.福祉サービス利用援助実施票」については、必ず社協にて記入し、自宅には持ち帰らないこと。
・「38.福祉サービス利用援助実施票」の空いた所に確認欄を設け、担当部所長や局長等は内容を確認後、確認印を押印する。

・「38.福祉サービス利用援助実施票」の専門員確認欄には、支所、地元社協担当者が内容を確認後、確認印を押印する。

・「38.福祉サービス利用援助実施票」の空いた所に確認欄を設け、支所、地元社協担当部所長や支所長、局長等は内容を確認後、確認印を押印する。
・福祉サービス利用料等の振込みや、福祉サービス事業所等へ現金を持参し利用料の支払いを行う場合もある。

・生活支援員は、生活支援員の立場を明確にして関わる。




	・利用者宅へ行き、払戻した現金を利用者と確認する。振込みや支払いがあった場合は、その内容についても利用者と確認する。

・「38.福祉サービス利用援助実施票」に現金受け取り、援助内容について確認されたことを証明するサインをもらう。

・援助終了後、生活支援員は、社協に戻り、通帳と領収書・受領書等を返却する。「38.福祉サービス利用援助実施票」に記録を記入し、専門員または担当者に提出する。利用者の状況に変化があった場合は、口頭でも報告する。

・専門員や担当者は、支援の報告があった都度、「38.福祉サービス利用援助実施票」、通帳、領収書・受領書等とつき合わせて金額や記載に間違いがないか確認する。利用者や生活支援員のサイン（押印）があるか確認する。

≪支所、地元社協で支援している場合≫
・支所、地元社協局内で確認した「38.福祉サービス利用援助実施票」と通帳の写し、領収書・受領書等を一緒に実施社協に報告、送付する。

　実施社協でも同様に局内で確認する。
	<実施>専門員

支所担当者

<地元>担当者

生活支援員


	・支払先ごとに封筒に分けたり、生活費を分封したりして利用者に渡すなどの工夫を行う必要がある場合もある。

※身体上の理由で利用者がサインを記入できない場合、本人の保管している認印による押印、立会人（社協職員以外）によるサインでも良い。それもできない場合は、本人が現金を受け取った旨記録しておく。

・「38.福祉サービス利用援助実施票」の空いた所に確認欄を設け、担当部所長や局長等は内容を確認後、確認印を押印する。

※生活支援員は、「38.福祉サービス利用援助実施票」については、必ず社協にて記載を済ませ、自宅には持ち帰らないこと。

・「38.福祉サービス利用援助実施票」の専門員確認欄には、支所、地元社協担当者が内容を確認後、確認印を押印する。

・「38.福祉サービス利用援助実施票」の空いた所に確認欄を設け、支所、地元社協担当部所長や支所長、局長等は内容を確認後、確認印を押印する。



	【その他支援方法】
○同行

同行支援は、利用者と一緒に金融機関等に出向き、利用者自身が行う払戻し手続き等を援助。
・生活支援員身分証明書を携行する。

・利用者の体調を確認し、一緒に金融機関に移動する。

・利用者が払戻を行うのを見守る。
・払戻した現金と通帳の記帳内容をその場で確認する。
・利用者宅に戻り、現金を利用者と再度確認する。

・援助終了後、「38.福祉サービス利用援助実施票」を作成し、専門員または担当者に提出する。利用者の状況に変化があった場合、口頭でも報告する。

○本人がキャッシュカードを使用

・障害者等の利用者の自立支援を促すために、本人自身でキャッシュカードを用いて払戻しが可能な場合、定期的に本人口座に一定金額を振込み、必要な都度、本人がキャッシュカードを用いて払戻しを行う方法を取ることもできる。

・その際は、振込みを自動送金で行うことも検討する。


	生活支援員

生活支援員
	・生活支援員は、生活支援員の立場を明確にして関わる。

・金融機関への移動は徒歩や公共交通機関を利用し、利用者を生活支援員の車には乗せない。

・利用者がきちんと現金をしまうところまで確認する。

※生活支援員が利用者に代わってキャッシュカードで払戻すことはできない。
※カードによる払戻しの場合でも、できる限り通帳を持参して記帳する。

※生活支援員は、「38.福祉サービス利用援助実施票」については、必ず社協にて記載を済ませ、自宅には持ち帰らないこと。

・事前に代理権を取った口座から本人の別口座に一定額を振込む。金融機関で自動送金が可能な場合は、自動送金手続きを行う。

・本人には本人管理用の口座のキャッシュカードを渡し、社協で通帳を預かる。

・本人管理用口座について、月１回は通帳記帳し、本人の払戻状況の確認を行う。代理権をもらっている口座についても月１回は通帳記帳し、公共料金等の引き落としの確認を行う。

・計画的に金銭を使えるよう自立性を高めていく。

・支援計画見直し時期（３ヶ月）には、本人宅へ訪問する。


	○病院入院者・施設入所者の支援

・利用者が入院・施設入所しており、病院・施設の日常諸費管理を併用する場合、病院・施設のサービス実施状況の確認や見守りを行う。
	生活支援員
	・病院・施設が実施する金銭管理サービスの範囲、手続きの内容等は、専門員が事前に確認する。

・本人の日常諸費管理等は、病院や施設が行っている金銭管理サービスを利用する。

・病院や施設が行う日常諸費管理等の実施状況や、本人の希望に添ってお金を利用できているかを、必要に応じて本人とともに確認することも本事業の役割である。

・本事業の援助の趣旨や具体的内容を明確にし、病院・施設の担当者と確認し、役割分担を行うことが重要である。


３．日常的金銭管理サービス＜臨時支援＞

	内　容
	担当者
	留意点


	・利用者から支援計画に定められた支援日以外で払戻の要望があった場合、使途や金額を確認し、対応するかどうかを局内で検討する。

・払戻要望に応じる場合、生活支援員の調整を行うが、調整がつかない場合は専門員で対応する。

・支援方法は定期支援と同じ。
	<実施>専門員

<地元>担当者

生活支援員
	・地元社協に利用者から連絡があった場合は実施社協に相談する。

・１回の払い戻し金額が高額な場合（日常的金銭管理の通帳額上限の50万円を超える場合）、県社協に相談する。

・支援日以外の払戻要望が多い場合は、支援計画の内容を再検討する。


４．書類等預かりサービス

	内　容
	担当者
	留意点

	・次の書類等を預かることができる。

①年金証書　　②預貯金通帳

③権利証　　　④契約書類

⑤保険証書　　⑥実印・印鑑

⑦その他、社協が適当と認めた書類

（例）

・年金手帳　　・パスポート　

・印鑑登録証　・定期預金証書

・公正証書遺言書          等

・書類等の預かりを行う場合は、「15.預かり書」を２通作成し、実施社協と利用者でそれぞれ保管する。

・日常生活支援に必要な通帳、認印等、日常的に使用する物件については社協金庫で管理する。その他、重要書類については金融機関貸金庫で管理する。

・社協内金庫、貸金庫での保管は、規程に基づき管理を徹底する。

・預かり物件を一部返還した場合は、「51.書類等受取書」を取り交わし、新たに「15.預かり書」を作成する。

・預かり物件の追加があった場合は、新たに「15.預かり書」を作成する。

・新たに作成した預かり書（写）を県社協に送付する。

・預かり物件をすべて返還した場合は、「51.書類等受取書」を交わし、その写しを県社協に送付する。
	<実施>専門員


	・貴金属、骨董品、有価証券、手形、小切手、株券、債権等については預かることができない。

・健康保険証、障害者手帳、医療等受給者証、運転免許証（今後乗らない場合は返納）は、本人が頻繁に利用するものであるので、本人の手元で保管することを原則とする。

・キャッシュカードは、支援上必要なゆうちょ銀行の代理人カードは預かることができるが、その他のカードは、安全性確保のため、廃止手続きを取ることが望ましい。

・定期預金については、自動継続等の手続きを取る。

・本事業は日常的金銭管理に限られるものであることから、預貯金が1,000万円以上ある場合は預からないことを原則とし、専門家による財産管理や成年後見制度の利用を勧める。

・高額な預貯金通帳等について、財産管理人や成年後見制度の調整が取れず、やむを得ず預かりが必要な場合は、本人が貸金庫を借り、本事業ではその貸金庫の鍵を預かる。

※同一金融機関に1,000万円以上の預貯金がある場合、ペイオフについて説明する。利用者が対策を望めば、専門家につなぐ。

※高額な預貯金通帳等の預かりを求められ、上記の対応が困難な場合は、県社協に相談する。


５．支援計画の見直し

	内　容
	担当者
	留意点

	・契約締結から３ヵ月後に、サービスの実施状況を確認し、今後も契約内容を継続させていくか検討を行う。その後も定期的に評価を行う。

・「39.支援計画評価票」を作成する。

・評価の結果、実施しているサービスの内容を続けることがふさわしい場合は、継続して現在の支援計画に基づいた支援を行う。

・一方、評価の結果、支援計画の内容に変更が必要な場合、利用者本人の合意を得て変更する。

・利用者の判断能力に疑いを感じた場合には、契約締結審査会に審査を依頼する。
	<実施>専門員


	・専門員は、担当者や生活支援員の意見を参考に、本事業の実施状況を確認しながら、「39.支援計画評価票」を作成する。

・判断能力の低下がある場合など、必要があれば専門員は利用者宅に訪問し、評価を行う。

※支援計画を変更した場合は、支援計画書（写）を県社協に送付する。


６．契約・支援の変更

（１）契約の変更

	内　容
	担当者
	留意点

	・日常的金銭管理に使用する口座の代理権付与が必要になった場合、代理権を付与されている口座の変更・追加があった場合は、新たに契約書を作成する。

・利用者の住まいの移転等により、担当する実施社協が変更する場合、前任の実施社協は契約終了手続きをとり、後任の実施社協では新たに契約書を作成する。
	<実施>専門員


	・実施社協は、新たに、契約書（３通）・支援計画書（１通）・預かり書（１通）を作成し、県社協に送付する。

※月次報告における統計上は、契約終了１件、新規契約１件とする。

・後任の実施社協は、新たに、契約書（３通）・支援計画書（１通）・預かり書（１通）を作成し、県社協に送付する。

・前任・後任の実施社協同士でケースの移管を行う。また、利用者が戸惑うことがないよう、専門員が一緒に本人宅に訪問し、顔つなぎをする。


（２）金融機関への届出事項の変更

	内　容
	担当者
	留意点

	・預金者本人の氏名、住所、届出印の変更は、各金融機関の「届出事項変更届」を使用し変更手続きをとる。

・本人住所の変更等により、金融機関の取扱窓口の変更が必要になった場合、金融機関の移管届を使用し変更手続きをとる。

・代理人（社協会長）、代理取引印鑑、専門員、生活支援員など社協に関する変更については、「25.代行取扱変更届」「31.代理取扱変更届」を使用し、変更手続きをとる（ゆうちょ銀行以外）。
	<実施>専門員


	・既に提出している「代行」「代理」の取扱に関する書類は、移管先窓口に引き継がれるので、再提出しなくてよい。

・代理人（社協会長）が変更した場合は、代理取扱変更届に法人登記簿謄本（法人登記印も変更する場合は印鑑証明書も）の原本を添付して提出する。

・この場合、福祉サービス利用援助契約書（写）や、身分証明書（写）の金融機関への再提出は必要ない。

※ただし、専門員・生活支援員の身分証明書は、その内容に変更がある場合（社協の会長・会長印・住所等に変更がある場合）、随時再発行する必要がある。

※ゆうちょ銀行へは社協会長名、専門員名、生活支援員名を届出ていないので、変更があっても手続きを取る必要はない。


７．契約の終了に関すること

	内　容
	担当者
	留意点

	・本事業の契約は、次の理由によって終了する。

①本人の死亡

②利用者からの申出

③その他
ア．利用者の施設入所、長期入院
イ．管外への転居

ウ．判断能力の低下（支援計画の変更不能等）
エ．成年後見人等の選任

オ．社協からの解約

＜事務手続き＞

・利用者との契約が終了した場合は、金融機関に取扱停止届・委任解除届等を提出する。

・①の場合、実施社協は「49.契約終了確認申請書」、「53.死亡後の取扱いについて」を県社協に提出し、県社協は契約終了確認書を実施社協に送付する。

・②及び③―ア、イの場合、利用者本人から「48.契約終了申出書」を実施社協に提出してもらう。その後、実施社協は「48.契約終了申出書」（写）と「49.契約終了確認申請書」を県社協に提出し、県社協は「契約終了確認書」と「50．契約終了のお知らせ」を実施社協に送付する。
・③－ウ、エの場合、実施社協は「1.審査依頼書」、「3.ケース記録」を県社協に提出し、契約締結審査会で審査を行う。県社協は「審査結果の回答」を送付する。
審査会にて事業の契約が継続不可能と審議された場合には、実施社協は次の支援へと移行したうえで「49.契約終了確認申請書」を県社協まで送付し、県社協は「契約終了確認書」、「50.契約終了のお知らせ」を実施社協に送付する。

※成年後見人等選任において、成年後見人からの解約の申し出がある場合には、成年後見人等より「48.契約終了申出書」を提出してもらい、②及び③―ア、イの場合と同様の手続きをとる。

・③－オの場合、実施社協は「1.審査依頼書」、「3.ケース記録」を県社協に提出し、契約締結審査会で審査を行う。県社協は「審査結果の回答」を送付する。審査会にて事業の契約が継続不可能と審議された場合には、県社協は「契約終了同意書」、「50.契約終了のお知らせ」を実施に送付する。

	<実施>専門員


	①の場合、速やかに金融機関に取扱停止届を提出し、口座を停止する。
※ゆうちょ銀行へは、「代理取扱停止届」は提出不要。
②の場合、利用者本人は自由に解約することができるが、解約を申し出た本人の意思に疑問を感じる場合や、解約後の本人の状況に不安を感じる場合等には、契約締結審査会の助言を求める。

③－ア　長期入院、入所については、本事業の支援から病院、施設等での支援へと移行する。
③－イ　管外への転居については、転居先の実施社協等へつなぐこととする。
③－ウ　本人の判断能力の低下により、本事業の継続が困難と判断され、解約することとなるが、基本的には成年後見制度など次なる支援へとつないだ後の解約となる。なお、本事業の継続が可能かどうかの判断が困難な場合には契約締結審査会に諮る。
③－エ　成年後見人等へその支援を移行することを原則とする。しかし、ケースによっては本事業の支援を必要とする場合が考えられるため、本事業を継続する必要がある場合には、契約締結審査会に諮る。

③－オ　契約締結審査会に諮る。

・本人または受取人、相続人等への預かり書類等の返却は、担当者と専門員が連携して行う。

・預かり書類等の返却で困難が生じる場合、県社協に相談する。


８．利用者死亡後の利用料等支払について
	内　容
	担当者
	留意点

	・相続人等がおらず、利用者死亡後に本事業で支援してきた利用料等の支払いが残ることが予想される場合

①利用者の利害関係人等から裁判所に対し、相続財産管理人選任の申立を行ってもらう。（もしくは利用者生存中に実施社協と相続財産管理人選任についての特約を結び、対応する。）

②利用者と福祉サービス利用援助契約に関する特約を結び、その範囲内で支払い等を行う。
	実施社協

（地元社協）
	・特約できる内容としては、福祉サービス利用援助契約において、利用者の生存中に行ってきた支払い関係のみとする。

・利用者との間に委任特約がある場合でも、利用者の死後に金融機関にある財産を払い戻すことについては困難である。そこで、利用者の生存中に実施社協に前納してもらい、それを持って対応すること。

※ただし、現金が残ることのないよう、前納していただく時期を考慮し、確定した金額のみを払い戻すこととする。

※特約の取り扱いについては、事前に県社協まで相談し、その方法や様式等の指示を仰ぐこととする。




９．利用者死亡時の受取人等への預かり書類等の返還
	＜受取人の指定がある場合＞

・「18.預かり書類等の返還に関する合意書」で受取人を指定していれば、その受取人に返還する。

＜公正証書遺言がある場合＞

・利用者が公正証書遺言を作成している場合、遺言執行者もしくは受遺者に対し返還する。

　

＜相続人がいる場合＞

・受取人が定められていない場合または受取人に受け取り拒否をされた場合、相続人に返還する。

＜誰も受け取る人がいない場合＞

・相続人が不在・不明等で受取人が見当たらない場合、公正証書遺言等もない場合については、福祉サービス利用援助契約第９条に基づき、廃棄処分とする。
・廃棄処分までの手続きとして

①把握している範囲内での相続人もしくは関係者に対し、受取り依頼の通知文書を出す。
②通知文書を出して３ヶ月以内に連絡があった場合には、各実施社協にて返還の手続きを行う。

③通知文書を出して３ヶ月以内に連絡がない場合、実施社協は県社協まで「54.廃棄処分申請書」を提出し、県社協から「廃棄処分承諾書」を受けて県社協に対し預かり書類等の預け替えを行う（郵送不可）。

④利用者が死亡した日から５年間は県社協にて保管し、５年後には現物を廃棄する。

⑤廃棄した日から５年間はデータとして県社協にて保管し、利用者が死亡した日から１０年後には完全に廃棄する。


	<実施>専門員


	※受取人確認のため運転免許証等の公的機関が発行した身分証明書を提示していただき、写しを取る。「51.書類等受取書」に署名・捺印いただき返還する。

※受取人を指定している場合でも、相続人全員、遺言執行者、成年後見人等の法的権限を持つ者から返還を求められた場合、優先して返還する。

※遺言執行者、受遺者確認のため運転免許証等公的機関が発行した身分証明書を提示していただき写しをとる。また遺言執行者、受遺者であることの証明として公正証書遺言の写しをとる。「万一紛争を生じた場合は、自分が一切の責任をもって解決する」ことに同意の上、「52.同意書」、「51.書類等受取書」に署名・捺印していただき返還する。

※相続人に相続人であることの証明書類（戸籍謄本等＋相続人の身分証明書）を提示していただき写しをとる。「万一紛争を生じた場合は、自分が一切の責任をもって解決する」ことに同意の上、「52.同意書」、「51.書類等受取書」に署名・捺印していただき返還する。

※相続人すべての人に署名・捺印いただいて返還するのは困難であるので、相続人の一人に返還することでかまわない。

※通知文書に記載すべき内容

　・利用者の死亡日

　・３ヶ月以内に連絡を頂きたい旨

　・契約終了５年間は県社協にて保管すること

　・５年後には現物を廃棄すること

　・廃棄後５年間はデータとして県社協が保管し、さらに５年後すべてのデータを廃棄すること




Ⅲ　書類の保管と個人情報の管理

１．書類のファイリングと保管方法

	内　容
	担当者
	留意点

	・契約に至るまでの書類、契約関係書類等はひとまとめし、鍵のかかるキャビネット等に保管する。

・福祉サービス利用援助実施表および領収証等証書、専門員の記録はセットで利用者別にファイルしておく。鍵のかかるキャビネット等で保管する。


	実施社協

（地元社協）
	・契約書類等は、契約終了後５年間保存すること。




２．個人情報の管理

	内　容
	担当者
	留意点

	・本事業に携わる職員は守秘義務を遵守する。担当でなくなった後も同様である。

・利用者の情報を記載した資料やメモ等で不要になったものは、シュレッダーで処分する。
・個人情報を記載した資料は、鍵のかかるキャビネット等で保管し、鍵の管理を徹底する。

・個人情報をパソコンのハードディスク等でデータ管理する場合は、パスワードを設定する等、不特定多数の人が閲覧できないよう設定する。

・事例検討等で事例を提供する場合は、安全性に配慮し、参加者にも取り扱いに対して注意を促す。
	<実施>専門員

<地元>担当者

生活支援員
	<生活支援員への情報提供>

・支援活動に必要な範囲で情報提供する。個人情報が記載された資料（書類・データ等）は生活支援員に提供することは避け、必要に応じて社協に保管している資料を閲覧してもらう。

・知り得た個人情報を他人に漏らさないよう徹底させる。

・支援に必要のない情報をむやみに利用者から聞き出すことがないよう注意を促す。

・郵便物や書類等の整理は、本人了承の上、必要な書類についてのみ整理することを徹底する。




Ⅳ　報告業務

１．業務報告に関すること

	内　容
	担当者
	留意点

	・実施社協は県社協に対して、実施状況等を報告する。
　①「45.実施状況」（毎月）
　②「46.活動報告」
　③「47.生活支援員手当（生保世帯分）」
・不測の事態が生じた場合、速やかに県社協に報告する。緊急時の連絡体制を実施社協内に確立する。

・苦情を受け付けた場合は、「40.苦情受付票」に記録する。
	<実施>専門員


	・①については毎月提出、②については毎月もしくは9月頃、4月頃に提出、③については毎月もしくは9月、2月、4月に提出する。

・事故や苦情が発生した場合は、速やかに上司に報告し、あわせて県社協に報告する。




２．事業委託に関すること

（１）委託契約の締結

	内　容
	担当者
	留意点

	・事前に事業委託内容について双方の確認をするため、県社協は実施社協に対し、「協議書」「事業計画」「専門員調書」の提出を求める。

・年度ごとに、県社協と実施社協との間に委託契約を締結する。

・委託契約書を２通作成し、それぞれが保管する。


	<実施>専門員


	


（２）事業報告

	内　容
	担当者
	留意点

	・実施社協は、年度事業が終了したら速やかに県社協に事業報告をする。

①「支出済額内訳書」

②事業報告書（本事業部分のみで可）

③決算書（本事業部分のみで可）
	実施社協


	・②、③は、社協の理事会・評議員会で承認され後、県社協に提出する。


（３）委託費・生活保護世帯分利用料の支払

	内　容
	担当者
	留意点

	・委託費は、利用者等の実績により配分することとする。
・生活保護世帯分利用料は、実施社協からの報告をもとに9月、3月（予定）に確定し、支払う。
	実施社協


	・県社協から実施社協へ委託費額を通知する。

・支払い手続きについては、その都度、県社協より通知する。



１　業務の流れ・留意点
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